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1　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

今回の報告対象

■６号機　原子炉建屋天井クレーンを
 駆動させる軸の継手の破損について

■使用済燃料貯蔵プール水の溢水並びに

６号機の系外放出に関する対策について

　　　

■柏崎刈羽原子力発電所７号機
 蒸気タービン翼の接触事象に関する

解析結果について



使用済燃料貯蔵プール水の溢水
 並びに

 ６号機の系外放出に関する対策について

平成２０年９月２５日

東京電力株式会社
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使用済燃料貯蔵プール水　溢水事象

撮影アングル

中越沖地震時に使用済燃料貯蔵プール水がスロッシングに

より溢水し、全ての号機において使用済燃料貯蔵プール水

が原子炉オペレーティングフロア全域に拡がる事象が発生

スロッシング（Ｋ－３の例）
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使用済燃料貯蔵プール水　溢水事象

オペレーションフロア溢水状況（６号機の例）

斜線部（青色）
　：溢水範囲

赤線：壁
緑線：堰等

中越沖地震時に使用済燃料貯蔵プール水がスロッシングに

よりオペレーションフロアに溢水

使用済燃料
貯蔵プール
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使用済燃料貯蔵プール水　系外放出事象　原因

排水口

地下１階

３階

中３階

管理区域非管理区域

４階

原子炉建屋

水溜り

水溜り

非放射性の排水タンク

使用済燃料プール

海

燃料交換機
給電ボックス

流入箇所

放水口

排水口

地下１階

３階

中３階

管理区域非管理区域

４階

原子炉建屋

水溜り

水溜り

非放射性の排水タンク

使用済燃料プール

海

燃料交換機
給電ボックス

流入箇所

放水口 [非管理区域への漏出原因]
床面から非管理区域への貫通部

 があり、この部分の止水処理が

 不完全だった

燃料取替機
ケーブル貫通部

６号機では、溢れた使用済燃料貯蔵プール水が燃料取替機

のケーブル貫通部を通じて非管理区域へ漏えいし、非管理

区域の排水設備から放水口を経由して発電所外に放出

Ｋ－６　系外放出事象概略図

燃料取替機

使用済燃料
貯蔵プール
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使用済燃料貯蔵プール水　系外放出事象　暫定対策

暫定対策として、オペレーションフロアの水については拭き

取りおよび除染を実施。燃料取替機ケーブル貫通部について

は止水処理を実施

ケーブル貫通部の止水処理を実施

樹脂を塗布
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使用済燃料貯蔵プール水　系外放出事象　恒久対策

恒久対策として、６号機のケーブル敷設ルートを変更すると

ともに、従来のケーブルルートを埋め戻す

※　燃料取替機のケーブルがオペレーションフロア（管理区域）
　　から非管理区域に向けて敷設されていたのは６号機のみ

対策前のケーブルルート 対策実施後のケーブルルート

使用済燃料
貯蔵プール

使用済燃料
貯蔵プール
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その他の実施事項について

本事象は、６号機のみ燃料取替機のケーブルが原子炉オ
ペレーションフロア床面（管理区域）から非管理区域に
向けて敷設されていたために発生したものであることか
ら、ケーブルルートの変更を実施することにより、再発
防止対策は図れているものと考えている。

しかし、事象の重要性を考慮し、自主的な取り組みとし
て系外放出のリスクを低減させるために、１～７号機に
おいて以下の項目を実施する予定である。

①　ケーブル貫通部の止水処理の実施

②　使用済燃料貯蔵プール周囲への柵の設置

③　非管理区域で発生するドレンの放射能測定
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その他実施事項①　ケーブル貫通部の止水処理

原子炉オペレーションフロアに存在する配管・ケーブルの貫

通部のうち、高さ20cm以下にある貫通部について、現在の

止水処理状況を確認するとともに、必要に応じて追加の止水

処理を実施

　　高さ20cm以下の範囲に限定できる根拠

　　→　理論式に基づき、溢水量を想定

　　　速度ポテンシャル理論により中越沖地震時の観測波を元に溢水量を

 　　評価したところ、１～７号機において床面から１０cm程度の溢水が

 　　発生するものと評価
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その他実施事項①　ケーブル貫通部の止水処理

理論式による溢水量評価（参考）

　
最大波高：dmax 

通常時の水面 

スロッシング時の水面

水深：H

振動方向長さ：2L 

プールの固有周期と地震波の周期から、

 スロッシングによって生じる最大の波高

 （dmax）を求め、床面以上の水が全て

 フロアに溢水するとして評価を実施

この部分の体積の水が、全

 てフロアに溢水すると仮定

 して評価

L
Hg

L
f

571.1
tanh571.1

2
1

×=
π

矩形容器における固有周波数

　ｆ：矩形容器の固有周波数

　ｇ：重力加速度

α
g
Ld 811.0max =

最大波高

　α：固有周波数に対応する震度
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その他実施事項②　柵の設置

使用済燃料貯蔵プールからの溢水量を低減させるための柵を

設置（地震時の水圧に対する強度を適切に考慮）

柵設置　対策イメージ

従来は手摺りのみ

柵を設置し溢水量を低減させる
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その他実施事項②　柵の設置（有効性確認）

（財）電力中央研究所によるスロッシング事象の解析の結果

および当社研究所における加振実験から柵の有効性を確認

解析結果

実験結果

柵の設置により
溢水量が低減

溢水量が１～３割程度に低減できるとの評価結果が得られた。
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その他実施事項③　ドレンの放射能測定

非管理区域ドレンについて、放射性物質混入の恐れが否定

できるものを除き、念のために一旦タンクで受け、放射能

測定を行った後、放出する運用に変更

非放射性の排水サンプ

海

放水口

非放射性の排水サンプ

海

放水口

受けタンク

水質分析後に放出

非管理区域ドレンには、放射性物質が混入することは基本的にはないが、

 今回の事象に鑑み、空調凝縮水等で放射性物質の混入が否定できるもの

 を除き、非管理区域からの排水についても念のために一旦タンクで受け、

 放射能測定を行った後、放出する運用に変更



６号機　原子炉建屋天井クレーンを
 駆動させる軸の継手の破損について

平成２０年９月

東京電力株式会社



1　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

ユニバーサルジョ

 
イント

クロスピン 状態

北側 車輪側 ×

電動機側 ○※

南側 車輪側 ×

電動機側 ×

北側ユニバーサル

ジョイント

南側ユニバーサル

ジョイント

クロスピン クロスピン クロスピン

事象の概要（１／２）

○ ： 正常

× ： 異常

※目視点検に加え、浸透探傷検査を行い、

　指示模様が無いことを確認した
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Ａ

クロスピン

　(破損箇所)

ユニバーサルジョイント

(南側車輪側)

レール

走行駆動輪 ユニバーサルジョイント

A 矢視図

電動機減速機 ブレーキ

ユニバーサル

ジョイント

電動機側

走行車輪側

走行装置

事象の概要（２／２）
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（電動機側より見る）

フランジ側：０°

９０°

ニップル側：１８０°

２７０°

車輪取り合いフランジ側
に向かって見る

天：０°

９０°

地：１８０°

２７０°

ニップル側：１８０°

フランジ側：０°

９０° ２７０°

ニップル

③

④

②

①

東西

北－S①破面

－S③破面
180°

270°

90°

0°

調査結果

SCM420H
(低合金鋼） 結果

Ａ方向から見た破面

擬へき開破面 粒界状の様相０°

90°

180°

270°

ディンプル
模様

潰れた様相

潰れた様相

擬へき開破面

粒界状の様相

　破断面同士が接触したことによるものと考えられる「潰れ」が多いが、破面の大半は若干の延性破
面が混在した擬へき開破面*１であった。

　また、延性破断の様相を示すディンプル*２模様が認められた。これらより今回の破断はいずれも大
きな荷重が負荷されたことによるものと判断される。

＊１：擬へき開破面：若干の塑性変形を伴った過大荷重等により脆性的に破壊が生じた際に見られる破面形態。

＊２：ディンプル：多数の凹みが観察される、延性破面のミクロ的特徴

トルクが作用
する方向

Ａ

トルクが作用
する方向

0°

180°
90°

270°

電動機側

車輪側

破断面からみ
ると、「引張り」
の力が作用

トルクが作
用する方向
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推定原因

解析により地震時の

挙動を評価する

走行方向地震力

走行方向地震力

地震発生時、原子炉建屋天井クレーンは停止している状態
であり、走行車輪はブレーキ（電動機側に設置されてい
る）が掛かっている状態であった

地震動により、原子炉建屋天井クレーンの走行車輪にブレ
ーキが掛かった状態で、強制的にクレーンの走行方向（東
西方向）の力が発生した。

車輪

レール レール

車輪摺動痕 摺動痕

地震動により走行方向に移動

走行車輪、レール

クレーンの走行方向（東西方向）の力により走行車輪に回
転しようとする力が作用したが、電動機側の回転を阻止す
る力（ブレーキ）の相反する作用により、走行車輪と電動
機の間に位置するユニバーサルジョイントに過大なトルク
が発生し、クロスピンが破損した。
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クレーンの地震時挙動解析

地震動入力方向

x Y

Z

1G

モデル化

目的

　クレーンの地震時挙動を解析で再現し、損傷箇所に発生した応力を評価　

 　する

解析条件
クレーン本体は、梁要素と集中質量でモデル化

トロリ位置については、地震発生時のトロリ位置（南側）とする

地震応答解析は走行方向と上下方向の2方向同時入力

南側

北側
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６号機

北側駆動輪 南側駆動輪

クレーン自重[kg] 310000

車輪部摩擦係数※１ 0.11

駆動軸に生じるトルク[N・ｍ] 30390 34810

破断位置での発生応力[MPa] 1520 1741

損傷部材の引張強度[MPa] ※２ 1017

材料引張強さ[MPa] （JIS） 930以上

※１：既往研究によりμ＝0.11～0.32（摺動面が荒れていない場合はμ＝

 

0.11～0.15 ）
※２：損傷した北側駆動輪のクロスピンから得られた試験片に対する引張試験により確認

解析結果

解析により、破断位置において材料の強度を上回る応力が発
 生したことを確認
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■解析の検証

現場調査の結果、走行レー
ルと走行車輪にクレーン自
体が強制的に移動したと思
われる擦動痕が約３0cmに
渡り確認されている。

今回の解析結果では、想定移動距離が約５0cmであり、
実態と同程度の値となった。

■解析結果の評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 解析結果より、6号機の破断位置（ユニバーサルジョイン

 ト）において、引張り強さを上回る応力が発生しており、
 地震動による過大な荷重により損傷したことを示す解析

 結果となった。

解析結果の評価

西

東

摺動痕

（車輪）

（レール）

南側走行従動輪摺動痕
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他号機との構造上の違い

W/4 W/4 W/4

W/8

W/4

K-1,2,3,6 K-4,5,7

電動機

減速機

ユニバーサルジョイント

軸

接続部にユニバーサルジョイ
ントを使用している

1軸で2車輪を駆動している

2車輪を駆動させるK1,2,3,6

号機の軸は１車輪を駆動させる

K4,5,7号機の軸に比べ約２倍
のトルクを受ける. 摩擦力

水平方向
地震荷重

ギアカップリング

駆
動
輪

駆
動
輪

K1,2,3,6号機は駆動側と車輪
側の接続部に構造上応力が集
中するユニバーサルジョイン
トを使用している。

W/4 摩擦力

水平方向
地震荷重

K1,2,3,6はトルクに対して比較的弱い部位（ユニバーサルジョイ

ント）が存在する

K1,2,3,6の車輪駆動軸はＫ4,5,7よりも強いトルクを受ける

構造上の違いにより
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解析結果（１／２）車輪に発生する下向き押付力

Ｋ６はＫ１,２よりも下向き押付力が大きい

Ｋ６ Ｋ1

Ｋ2

車輪にかかる摩擦力が増加
( )下向き押付力荷重＋摩擦力＝摩擦係数×

水平方向により駆動軸に想定以上のトル

 クが発生した

0.00E+00

5.00E+05

1.00E+06

1.50E+06

2.00E+06

2.50E+06

3.00E+06

3.50E+06

4.00E+06

25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

Time（ｓ）

力
（
N

)

1101

1115

 

0.00E+00

5.00E+05

1.00E+06

1.50E+06

2.00E+06

2.50E+06

3.00E+06

3.50E+06

4.00E+06

25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

Time（ｓ）

力
（N

)

1101

1115

0.00E+00

5.00E+05

1.00E+06

1.50E+06

2.00E+06

2.50E+06

3.00E+06

3.50E+06

4.00E+06

25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45

Time（ｓ）

力
（
N

)

1101

1115
北側

南側

北側

南側

北側

南側



10　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

６号機 １号機 ２号機

北側駆動輪 南側駆動輪 南側駆動輪※１ 北側駆動輪※１

クレーン自重[kg] 3.１×10５ 3.６×10５ 3.2×10５

下向き押し付け力（N） ３. ２５×

 

106 ３. ７２×

 

106 ２. ４４×

 

106 1.８４×106

車輪部摩擦係数※２ 0.11 0.11 0.11

駆動軸に生じるトルク[N・ｍ] 30390 34810 22840 17230

破断位置での発生応力[MPa] 1520 1741 910 862

損傷部材の引張強度[MPa] ※３ 1017

材料引張強さ[MPa] （JIS） 930以上

※１：発生応力が大きかった駆動輪側
※２：既往研究によりμ＝0.11～0.32（摺動面が荒れていない場合はμ＝

 

0.11～0.15 ）
※３：損傷した北側駆動輪のクロスピンから得られた試験片に対する引張試験により確認

解析結果（２／２）損傷箇所の発生応力

6号機のみ破断位置に材料の強度を上回る応力が発生するという解

 析結果が得られた
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まとめ（１／２）

原因

新潟県中越沖地震を受けて6号機の原子炉建屋クレーン
 ユニバーサルジョイントが損傷した原因は以下の通りで
 あることを確認した。

車輪にブレーキがかかった状態で走行方向の荷重が
載荷された

上下方向地震動により想定以上の摩擦力が働き駆動
軸に過剰なトルクが発生した

構造上、K1,2,3,6 は K4,5,7よりも駆動軸の発生
トルクが大きくなり、K6はＫ1～Ｋ3より上下方向地
震動が相対的に大きかったと考えられる
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まとめ（２／２）

耐震設計技術指針との適合性
原子力発電所耐震設計技術指針（JEAC4601・補-1984）におけ

 る、原子炉建屋クレーンの設計要求は以下の２点であり、本事象は、

 設計要求を逸脱する事象ではないことを確認した。

耐震Bクラス設計である

クレーンが基準地震動S１に対し落下しない

対策
ユニバーサルジョイント部については、走行機能を目的とした

ものであり、ノンクラスで設計されている

当該部が損傷することで、発生応力が緩和され減速機や電動機
等の重要部位の損傷が回避された側面がある

当該部損傷により、構造的に部品の落下する可能性はほぼ無い
と考えられる

早期復旧の観点から、当該部品の予備品を確保する



平成２０年９月２５日

柏崎刈羽原子力発電所７号機
 蒸気タービン翼の接触事象に関する解析

 結果について



1　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

蒸気タービン翼接触の解析について

・新潟県中越沖地震発生時、柏崎刈羽原子力発電所７号機は運転中であっ

 た。

・分解点検の結果，蒸気タービンの動翼と静翼に地震の影響と考えられる

 接触痕が確認された。

・蒸気タービンは静翼と動翼の接触を避けるため，各ロータはスラスト軸

 受けで軸方向を拘束し，さらに静翼と動翼間に間隙を設けている。

・蒸気タービンの地震の影響による接触に至るメカニズムをＦＥＭ解析に

 より評価する。



2　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

動翼－静翼の接触の推定原因

地震によりタービン基礎の揺れ

■蒸気タービンの接触の状況から以下のメカニズムが推定さ
 れる。

高圧車室の揺れ

上記のように動翼と静翼が揺れ接触した。

低圧車外部室の揺れ
中間軸受台の揺れ

タービンロータの揺れ

スラスト軸受の揺れ

低圧車内部室の揺れ

動翼の揺れ 静翼の揺れ



3　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

動翼－静翼の接触状況について

地震時、柏崎刈羽発電所７号機は定格熱出力運転中

15段 16段
14段13段12段11段15段16段

14段13段12段11段10段10段

発電機側 タービン側

タービン軸

動
翼

静
翼

【運転時設計間隙】

・接触のあった高圧タービン（１～９段平均）→約３．５mm

・接触のあった低圧タービンＡ（１０～１２段平均）→約５．５mm

動

 翼

静

 
翼

タービン軸

運転時設計間隙

【７号機タービンペデスタルＮＳ地震最大加速度（観測波）】

・６７３gal（軸方向）



4　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

７号機　動翼の変位に関する解析について
低圧タービン（Ｃ）低圧タービン（Ｂ）低圧タービン（Ａ）

高圧タービン
スラスト
軸受け

・７号機動翼（タービン軸）の変位はスラスト軸受け変形量により決まる。
・スラスト軸受は高圧タービンと低圧タービン（Ａ）～（Ｃ），発電機ロータ
　を含めた地震荷重を受ける。
・地震最大加速度に対するスラスト軸受けの挙動に対してＦＥＭ解析を実施

地震最大加速度６７３gal

（タービンペデスタルNS方向：観測波）

タービン軸総重量：９１１,８００kg 
　（高圧，低圧A,B,C,発電機）

反力：９１１,８００kg×６７３gal

スラスト軸受地震時の挙動

タービン軸

スラスト軸受



5　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

７号機　動翼の変位に関する解析結果
（スラスト軸受の変形）

軸方向変位
3.4mm

モデル化

変形

開口量
0.9mm

モデル化 解析結果

解析の結果スラス
ト軸受外輪の締付
けボルトの伸び量
が大きい。念のた
め取替を実施する。



6　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

７号機静翼の変位に関する解析について

・内部車室は静翼を固定している。従って静翼は内部車室と一緒に揺れる
・低圧タービン静翼（内部車室）の移動量は固定キーの変形の寄与が大きい
・固定キーは低圧タービン内部車室の地震荷重を受ける
・地震最大加速度に対する固定キーの挙動に対してＦＥＭ解析を実施

低圧タービン車室支持構造概略図（鳥瞰図）

外部車室

内部車室

固定キー

タービン基礎

基礎ボルト

タービン軸

モデル化

内部車室 内部車室（下半）

内部車室固定部

内部車室固定部

＜参考＞２号機低

 
圧内部車室



7　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

７号機静翼の変位に関する解析結果
（内部車室固定キーの変形）

1.9mm

解析結果

加速度：673gal
荷重F：181,000kg
内部車室の地震荷重

内部車室

外部車室

外部車室

内部車室

固定用キー

タービン基礎

基礎ボルト

モデル化

固定キー

モデル化



8　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

解析結果のまとめ及び評価

・地震時、静翼と動翼の間隙は運転時設計間隙からスラスト軸受、低圧内部車室固定キーの

 　変形量（解析結果の合計）を差し引いた値となる。
・解析の結果、スラスト軸受と低圧内部車室固定キーの変形量と静翼と動翼運転時の間隙が

 　ほぼ一致したため、スラスト軸受と低圧内部車室固定キーの変形が主な要因で翼が接触し

 　たものと考えられる。
・主タービンの耐震計算時の加速度420gal（Ｂクラス）に対して今回の地震が673galと大きか

 　ったため翼が接触したと考えられる。
・運転時間隙と解析結果を比較すると設計時の地震力420galに対しては今回接触に至った翼

 　の移動量は約２／３になると考えられるため接触しないと考えられる。
・今回の地震において接触事象により翼の折損はなかった。また、設計時においても翼の折

 　損等により、燃料等の破損の可能性が非常に低いことを評価している。

※２：解析結果の合計は主な変位の寄与であって全ての変位の合計ではない。なお、スラスト軸受と

 
　　　ロータ間隙は約０．３mmであり、解析結果には考慮していない。

※１：高圧タービンの静翼はスラスト軸受と同じ基礎に固定されているため動翼との変位が発生しない。

動翼の変位 静翼の変位

スラスト軸受の
変形の寄与

低圧内部車室キー
変形の寄与

高圧タービン翼の接触 約３．５ ３．４ ３．４

低圧タービン翼の接触 約５．５ ３．４ １．９ ５．３

解析結果(mm)

運転時間隙
(mm) 合計

※１ ※２

※２



9　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

３号機　主タービンの動解析について
（変位の寄与が大きい部位の特定）

mr

mci

mco

スラスト軸受油膜
全ロータ　質量796.2ton
高圧，低圧A,B,C,+発電機

NS波

中間軸受台質量
36.7ton

球面座･軸受外輪
質量5.93ton

基礎ボルト+キー剛性

中間軸受台・スラスト軸受剛性

低圧内車室
質量116ton

低圧外車室
質量213ton

低圧内外車室軸方向固定キー剛性

低圧外車室軸方向固定キー剛性

ＦＥＭ解析より剛性を設定

・スラスト軸受，中間軸受台

・低圧外部車室固定キー

・低圧内部車室固定キー

素数：17524
点数：17771

歴
35_M01をベースにキー部

スラスト軸受，中間軸受台

ＦＥＭモデル

主タービン動解析モデル

低圧内外車固定キーＦＥＭモデル

中間軸受台

スラスト軸受

外部車室固定キー

内部車室固定キー

剛性

剛性

解
析

5,900kg 796,200kg

116,000kg

213,000kg

36,700kg

スラスト軸受剛性

中間軸受台剛性

低圧外部車室固定キー剛性

低圧内部車室固定キー剛性



10　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

NS波

mr

mci

mco

-1500

-1000

-500

0

500

1000

29 34 39 44 49 54 59

時刻　s

加
速
度
　
ga
l

３号機タービン基礎台（ペデスタル）観測波

・ＮＳ方向（最大加速度１３５０Gal）

最大７．１mm

最大４．８mm

動翼

静翼

動翼と静翼は１１．９mmの

 
相対変位の可能性がある。

３号機については運転していた他号機と比較して軸方向

 
に最も大きな加速度をうけた。そこで、動解析を行った。

 
結果、７号機と同様スラスト軸受けと内部車室固定キー

 
の変形が主な要因であるとが分かった。

３号機　主タービンの動解析の結果
（変位の寄与が大きい部位の特定結果）



11　無断複製・転載禁止　東京電力株式会社

低圧タービン動翼及び内部車室の解析結果について

タービン動翼及び内部車室自体の地震による変位について動的解析

 を実施し評価を行った。

変位量

 0.08mm

変位量

 0.04mm

＜４号機ペデスタルＮＳ方向観測波（最大加速度614gal）にて解析＞

タービン動翼

内部車室




